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道内景気は、低迷しているものの一部に持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、個人消費は、自動車販売は堅調なものの、百貨店の夏物セールが盛り上

がりに欠けるなど、総じて弱い動きとなっている。住宅投資は、横ばい圏内で推移してい

る。公共投資は、国や市町村からの発注工事が増加し前年を上回っている。輸出は、中東向

けの鉄鋼や米国向けの石油製品などが増加している。

生産活動は、国内需要の回復から基調としては緩やかに持ち直している。雇用情勢は、有

効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いている。企業倒産は、件数、負債総額ともに減少

している。
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①個人消費～弱い動き

７月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲２．７％）は、８ヶ月連続で前年を下

回った。

百貨店（前年比▲３．３％）は、衣料品、飲

食料品、身の回り品が前年を下回った。スー

パー（同▲２．５％）は、身の回り品が前年を

上回ったが、飲食料品、衣料品、その他の品

目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲１．２％）

は、２ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～横ばい圏内の動き

７月の新設住宅着工戸数は、３，３２１戸（前

年比＋２．１％）と３ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲１３．６％）は

前年を下回ったが、貸家（同＋９．０％）、分譲

（同＋７８．６％）は前年を上回った。

４～７月累計では、１２，５９８戸（前年比

＋５．１％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、持家（同▲７．０％）、分譲

（同▲７．２％）は減少したが、貸家（同

＋１９．９％）は前年を上回った。

道内経済の動き
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③鉱工業生産～生産は２ヶ月連続の低下

７月の鉱工業生産指数は、前月比では

＋０．６％と２ヶ月連続で上昇したが、前年比

では▲１．１％と２ヶ月連続で低下した。

業種別では、前年に比べ電気機械工業や金

属製品工業などが上昇したが、鉄鋼業や食料

品工業、パルプ・紙・紙加工品工業などが低

下した。

④公共投資～４ヶ月連続の増加

７月の公共工事請負金額は、１，０８４億円

（前年比＋２２．５％）と４ヶ月連続で前年を上

回った。

発注者別では、国（同＋２９．５％）、北海道

（同＋２．０％）、市町村（同＋２９．０％）いずれ

も前年を上回った。

４～７月累計では、請負金額４，００４億円

（前年同期比＋１２．８％）と前年を上回った。

⑤雇用情勢～持ち直しの動き

７月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．５３倍となり、前月比では０．０２ポイント、

前年比では０．１１ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は３０ヶ月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１３．１％の増加とな

り、３０ヶ月連続して前年を上回った。業種別

では、サービス業（前年比＋２０．４％）や宿泊

業、飲食サービス業（同＋３７．７％）、卸売

業、小売業（同＋１６．６％）などが増加した。

道内経済の動き

― ２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９５／本文　※柱に注意！／００１～００３　道内経済の動き  2012.09.19 18.21.13  Page 2 
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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⑥来道客数～５ヶ月連続で前年を上回る

７月の来道客数は、１，１１９千人（前年比

＋５．１％）と５ヶ月連続で前年を上回った。

４～７月累計では３，７９３千人（前年同期比

＋１７．９％）となり、東日本大震災前の水準に

ほぼ回復している。

⑦貿易動向～輸出は２ヶ月連続の増加

７月の道内貿易額は、輸出が前年比１０．４％

増の３３６億円、輸入が同４．９％減の１，１４４億円

となった。

輸出は、一般機械や石油製品などが減少し

たが、鉄鋼や自動車の部分品などが増加し２

ヶ月連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油などが減少し２ヶ月ぶ

りに前年を下回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

８月の企業倒産は、件数が４１件（前年比

▲２．４％）、負債総額が５１億円（同▲４７．０％）

となった。件数、負債総額ともに２ヶ月連続

で前年を下回った。

業種別では、建設業１０件、サービス・他８

件、小売業７件などとなった。

道内経済の動き
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北海道経済の現状は、震災の影響が薄

れるとともに緩やかに持ち直している。

国内・国外からの観光客は、徐々に回復

し概ね震災前の水準に戻るなど、サービ

ス消費も改善傾向にある。

需要項目別に先行きを展望すると、個

人消費は、消費者マインドの厳しさは和

らいでいるものの将来不安から家計防衛

意識は根強く、総じて弱含みで推移しよ

う。住宅投資は、住宅支援策の終了から

前年を下回ろう。公共投資は、国と地方

自治体の財政が厳しく減少傾向が続こ

う。設備投資は、製造業の能力増強投資

などから増加しよう。

この結果、実質成長率は０．２％（２３年

度△０．５％）、名目成長率は△０．１％（同

△１．０％）となろう。実質成長率はプラ

スに転じるものとみられるが、実体経済

に近い名目成長率は２年連続のマイナス

成長となることから、景気浮揚感に欠け

たものとなろう。

平成２４年度北海道経済の見通し
＜改訂＞

要 約

― ４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９５／本文　※柱に注意！／００４～００９　２４年度北海道経済見通改  2012.09.18 15.48.47  Page 4 



１．概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は、東日本大震災からの復

興需要が本格化するとともに、回復過程をた

どっている。輸出は、欧州の財政不安を背景

とした円高の進行や中国経済の減速などから

伸び悩んだが、緩やかに持ち直している。個

人消費は、自動車購入に対する政策支援策の

ほか消費者マインドの改善もあって底堅く推

移している。住宅投資は、被災地の住宅着工

増加が押し上げている。公共投資は、復興予

算の執行とともに増加している。設備投資は

企業収益の改善を反映し自動車や通信情報産

業で増加しているほか、被災設備の修復や耐

震強化工事が活発となっている。

先行きについては、原発事故による電力不

足が深刻化し、生産活動が停滞することも予

想される。また、欧州財政不安から海外経済

が失速することになれば、円高の進行と相ま

って、輸出の落ち込みが懸念される。

このように不確実性もあるが、年度を通し

てみれば復興需要に支えられ、景気は引き続

き回復過程をたどるものとみられる。

（２）北海道経済の動向

北海道経済は、震災後、大幅に落ち込んだ

観光客がほぼ震災前の水準に回復するなど、

緩やかに持ち直している。建設関連業種など

では、被災地の復興需要から人手不足感もみ

られる。

今後を展望すると、需要面では、個人消費

は、消費者マインドの厳しさが幾分和らいで

いるものの、弱含みで推移しよう。住宅投資

は、政策支援策の終了とともに低迷しよう。

公共投資は国と地方の予算の制約から減少傾

向が続こう。設備投資は、自動車部品関連工

場などで増加しよう。生産面では、一次産業

で増加が見込まれ、サービス産業などでも持

ち直すものとみられるが、総じてみれば横ば

い圏内の動きとなろう。

（３）物価動向

諸物価の動向をみると、原油価格は昨年後

半から上昇傾向にあったが、今春以降、世界

経済の減速を背景に低下に転じている。ただ

直近では、中東情勢の緊迫化などから再び上

昇気配にあり、また、世界各地での天候異変

から農産物の国際価格も上昇している。国際

商品市況は今のところ反落しているが、先行

きは不透明感が強い。このような状況を背景

に年度を通して諸物価をみれば、企業物価

は、前年度水準を幾分下回るものとみられ

る。企業向けサービス価格は、震災の影響が

薄れたことにより、宿泊サービスなどを中心

に幾分上昇しよう。消費者物価は、円高進行

による輸入製品の価格低下、および販売競争

の激化などから、横ばい圏内で推移しよう。

（４）道内経済成長率

以上のような経済状況を勘案すると、２４年

度道内経済成長率は実質成長率０．２％、名目

成長率△０．１％となろう。諸物価は、下落幅

は縮小するものの道内需要の明確な改善が遅

れていることから総じて弱含み、実体経済に

近い名目成長率は実質成長率を下回るものと

みられる。

２．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

個人消費は、消費者マインドの改善ととも

に緩やかに持ち直しているものの、いまだ力

強さに欠けている。復活したエコカー補助金

平成２４年度北海道経済の見通し
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などの政策支援により、年度半ばまでは自動

車販売は好調を維持しよう。また節電を意識

した家電製品などの売れ行きも底堅い。震災

による自粛ムードも解消しつつあり、外食や

旅行などのサービス消費も持ち直している。

しかし総じてみれば、国の財政赤字拡大や高

齢化社会の加速に対する将来不安、社会保障

費の負担増加などから、生活防衛意識は根強

い。また、個人消費の動向を左右する雇用・

所得環境は厳しさが幾分和らいでいるもの

の、道内企業の人件費抑制姿勢には変わりな

く、明確な改善はみられない。

雇用環境をみると、道内企業は業況が緩や

かに持ち直していることを反映し人員確保の

兆しがみられる。建設関連業界などでは復興

工事により技能工などに不足感が強くなって

いるほか、介護・福祉、医療関連などでも新

規求人数の増加傾向が続いている。ただし年

齢層、業種、地域などにミスマッチもみら

れ、有効求人倍率はわずかに改善するが、失

業率は高止まりとなろう。一方、所得環境は

賃上げや賞与などは低い伸び率にとどまって

おり、しばらくはこの傾向が続くものとみら

れる。

この結果、民間最終消費支出は実質成長率

△０．３％、名目成長率△０．８％となろう。

（２）総固定資本形成

（Ａ）住宅投資

住宅投資を取り巻く環境をみると、金利の

低水準推移や地価の下落傾向が追い風となっ

ている。しかし、３０歳代を中心とする住宅購

入適齢層は、将来不安から住宅取得マインド

に慎重感がみられる。住宅エコポイントなど

政策支援策が終了したことも、マイナス要因

となろう。また、消費税増税（現行５％→平

成２６年４月より８％）を控えた駆け込み着工

はさほど期待できず、需要が明確に顕われる

のは来年度以降となろう。

着工戸数を利用別にみると、前年度に比

べ、貸家は底堅く推移しよう。しかし持ち家

は、住宅購入刺激策により前年度半ばまで堅

調に推移した反動もあり減少しよう。また分

譲は、利便性の高いマンション用地が不足し

ていることから落ち込むこととなろう。

この結果、新設住宅着工戸数は２９７百戸程

度と、前年度実績（３１，５７３戸）を下回るもの

とみられ、住宅投資は実質成長率△５．２％、

名目成長率△５．１％となろう。

（Ｂ）設備投資

不動産や食品関連での大型投資が一巡した

ほか、道内企業の投資マインドは内外需要の

低迷や景気の先行き不透明感から慎重姿勢に

ある。しかし、運輸や輸送機械関連での能力

増強投資、高齢化社会の本格的な到来を見越

した医療・福祉施設の新増設などがみられ

る。また、自然エネルギーが注目されている

ことから、日射量の多い道東を中心に各地で

太陽光発電設備の建設が計画・着工されてい

る。

この結果、設備投資は実質成長率２．０％、

名目成長率２．１％となろう。

（Ｃ）公共投資

最盛期を迎えた北海道新幹線建設工事（新

青森―新函館）が、ある程度寄与しよう。し

かし、国の財政は厳しく、公共投資予算は被

災地復興に重点配分されたほか、地方自治体

の予算も削減を余儀なくされている。

この結果、公共投資は実質成長率△４．７％、

名目成長率△４．３％となろう。

平成２４年度北海道経済の見通し

― ６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１０月号
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（３）域際取引

移輸出では、内外から高い評価を受けてい

る道内農畜産品の道外向け出荷は増加が見込

まれる。工業品は、震災復興の本格化により

国内需要が回復することから前年度実績を上

回ろう。観光関連では、LCC（格安航空会

社）の相次ぐ就航もあり国内観光客は増加し

よう。外国人観光客は、円高定着が逆風とな

っているが、ほぼ震災前の水準に持ち直そ

う。

この結果、移輸出は実質成長率１．６％、名

目成長率２．１％となろう。

移輸入では、火力発電所向けの重油の輸入

が増加するほか、円高を背景に海外への旅行

客の増加も見込まれる。また、移入は道内需

要が幾分持ち直すことから廉価な商品を中心

に増加し、前年度実績を上回ろう。

この結果、移輸入は実質成長率０．２％、名

目成長率０．４％となろう。

３．道内総生産（生産側）の動向

一次産業では、農業の耕作部門は概ね天候

に恵まれたこともあり、水稲はじめ多くの作

物で前年の収量を上回るものとみられる。畜

産部門では、乳価が引き上げられたほか、道

外向けの生乳生産も堅調推移が見込まれるこ

とから、農業総生産は０．７％増とみられる。

林業は、持ち家を中心に住宅着工戸数が落ち

込むほか、輸入材との競合から道産材の生産

が低迷し、総生産は２．８％減とみられる。水

産業では、秋サケの漁獲量は前年同様、不漁

が見込まれるもののわずかに増加しよう。し

かし、被災した東北地方の漁港復旧により前

年度に緊急避難的に道内漁港を利用した水揚

げが減少することから、総生産は０．４％減と

みられる。

この結果、一次産業総生産は０．２％増とな

ろう。

二次産業では、製造業は復興需要の本格化

による国内需要の回復から、生産活動が持ち

直そう。また自動車部品などの輸出は、円高

が逆風になっているものの海外経済の持ち直

しとともに徐々に増加しよう。製造業の総生

産は１．０％増とみられる。建設業は、設備投

資の増加が見込まれるが、公共投資や住宅投

資の落ち込みにより、総生産は２．３％減とみ

られる。

この結果、二次産業総生産は０．４％減とな

ろう。

三次産業では、介護・福祉、医療関連など

は底堅く推移するものとみられる。節電商品

なども堅調な動きとなろう。また、自粛ムー

ドが薄らいだサービス産業や観光関連産業な

どはわずかに持ち直そう。しかし、地デジ化

移行により前年度好調な売れ行きを示した薄

型テレビなどは、反動減となろう。エコカー

補助金が下支えした乗用車の売れ行きも年度

前半までは好調に推移しようが、後半は失速

する可能性が高い。企業間の競争も激しさを

増しているため、販売価格の低下傾向は続

き、多くの業種で売上高は伸び悩むものとみ

られる。

この結果、三次産業総生産は０．０％減とな

ろう。

（平成２４年８月２２日公表）

平成２４年度北海道経済の見通し

― ７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１０月号
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（第１表）道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２２年度

（実績見込み）

２３年度

（実績見込み）

２４年度

（見通し）
２２年度 ２３年度 ２４年度

民間最終

消費支出

１１１，１７９

（１．９）

１０９，６９１

（△１．３）

１０８，８０５

（△０．８）
２．９ △０．６ △０．３

政府最終

消費支出

５０，６８２

（１．６）

５１，０７３

（０．８）

５１，４４９

（０．７）
１．４ ０．９ ０．６

総固定

資本形成

３１，２８７

（△８．７）

３０，５８６

（△２．２）

３０，１３２

（△１．５）
△８．７ △２．５ △１．４

住宅投資

設備投資

公共投資

４，０３７

（３．４）

１４，１８２

（△９．２）

１３，０６８

（△１１．５）

４，１６９

（３．３）

１４，０１８

（△１．２）

１２，３９９

（△５．１）

３，９５８

（△５．１）

１４，３０７

（２．１）

１１，８６７

（△４．３）

２．８

△８．３

△１２．１

２．５

△１．３

△５．７

△５．２

２．０

△４．７

移 輸 出 ５６，６６８

（６．２）

５５，３０２

（△２．４）

５６，４４２

（２．１）
７．２ △２．８ １．６

移 輸 入

（控 除）

７０，２８１

（２．１）

６９，０１７

（△１．８）

６９，３０２

（０．４）
２．７ △２．５ ０．２

道内総生産

（支出側）

１８０，５７５

（０．０）

１７８，７４５

（△１．０）

１７８，５８４

（△０．１）
０．６ △０．５ ０．２

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

（第２表）実質成長率の増加寄与度
（％）

項 目 ２２年度 ２３年度 ２４年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

１．７
０．４
△１．７

△０．４
０．２
△０．４

△０．２
０．２
△０．２

住宅投資
設備投資
公共投資

０．１
△０．８
△０．９

０．１
△０．１
△０．４

△０．１
０．２
△０．３

移輸出
移輸入 （控除）

２．１
１．０

△０．９
△０．９

０．５
０．１

道内総生産（支出側） ０．６ △０．５ ０．２

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

平成２４年度北海道経済の見通し

― ８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１０月号
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（第３表）道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２２年度

（実績見込み）

２３年度

（実績見込み）

２４年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２２年度 ２３年度 ２４年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

６，９３２

５，０７３

４４０

１，４１９

７，０５７

５，１８１

４４７

１，４２９

７，０７３

５，２１５

４３５

１，４２３

△０．９

△０．１

２．５

△４．９

１．８

２．１

１．６

０．７

０．２

０．７

△２．８

△０．４

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

２７，４２０

２５６

１４，９６０

１２，２０４

２７，１９４

２６４

１５，０８３

１１，８４７

２７，０７６

２５６

１５，２４１

１１，５７９

４．６

△０．９

４．０

５．５

△０．８

３．３

０．８

△２．９

△０．４

△２．９

１．０

△２．３

三次産業

卸・小売業

金融・保険・

不 動 産 業

電気・運輸・

サービス業

政府・対家

計サービス

１５１，１９１

２１，９５０

３０，６４７

６４，３９３

３４，２０１

１４９，５０３

２２，０９４

３０，７１０

６２，７５５

３３，９４５

１４９，４６１

２２，１４７

３０，７５３

６２，７０７

３３，８５４

△０．９

△１．６

０．８

△２．５

１．１

△１．１

０．７

０．２

△２．５

△０．７

△０．０

０．２

０．１

△０．１

△０．３

控除項目

（帰属利子等）
４，９６９ ５，０１０ ５，０２６ △６．１ ０．８ ０．３

道内総生産

（生産側）
１８０，５７５ １７８，７４５ １７８，５８４ ０．０ △１．０ △０．１

平成２４年度北海道経済の見通し

― ９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１０月号
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― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１０月号

売上高
売上原価
売上総利益（粗利益）……………①
販売費及び一般管理費
営業利益……………………………②
営業外収益
営業外費用
経常利益……………………………③
特別利益
特別損失
税引前当期純利益…………………④
法人税、住民税及び事業税
当期純利益…………………………⑤

前回（「調査レポート」２０１２年８月号）の「決算書の活かし方」では貸借対照表について解説

しましたが、今回は損益計算書についてみていきましょう。

【損益計算書】

損益計算書は「企業の一定期間における経営成績を表す」決算書といわれるものですが、要す

るに、ある年度（３月決算であれば前年の４月１日から当年の３月３１日まで）の会社の儲け（こ

れを「利益」といいます）を表示する決算書のことです。損益計算書の構造は次のようになって

います。

①から⑤までが損益計算書で表される「利益」で、利益は全部で５つあります。

①の売上総利益は粗利（あらり）ともいわれ、売上から売上原価を差し引いて計算します。売

上原価は商品や材料の仕入れなど、売上を得るために直接要する経費のことをいいます。

②の営業利益は売上総利益から販売費及び一般管理費を差し引いて計算します。販売費及び一

般管理費は売上を得るために直接要する経費ではないものの、人件費や家賃、水道光熱費など、

営業上の経費で毎年発生するものをいいます。なお、営業利益は本業での儲けをあらわす利益で

す。

③の経常利益は営業利益に営業外収益と営業外費用を加減算して計算します。営業外収益の代

表的なものは預金利息や受取配当金、営業外費用の代表的なものは支払利息などです。本業とは

直接関係しない収益や費用のうち、毎年発生するものがここに含まれます。

④の税引前当期純利益は経常利益に特別利益や特別損失を加減算して計算します。特別利益や

特別損失の代表的なものは固定資産の売却益や売却損といった項目で、本業とは直接関係しない

上に、通常の年度であまり出てこないものがここに含まれます。

最後に⑤の当期純利益は法人税などを差し引いて計算される損益計算書の最終的な利益です。

経営のアドバイス

決算書の活かし方 その２
ふたば税理士法人 代表社員
公認会計士・税理士 西 俊輔

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９５／本文　※柱に注意！／０１０～０１４　経営のアドバイス（西）  2012.09.18 15.50.52  Page 10 



経営のアドバイス

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１０月号

������

売上高 １００，０００
売上原価 ７０，０００
売上総利益 ３０，０００
販売費及び一般管理費 ２０，０００
営業利益 １０，０００
営業外収益 ２，０００
営業外費用 ３，０００
経常利益 ９，０００
特別利益 １，０００
特別損失 １５，０００
税引前当期純利益 ▲５，０００
法人税、住民税及び事業税 ０
当期純利益 ▲５，０００

【甲社】

���

損益計算書を見る場合には、最終的に利益が出ているのか（黒字）、損失が出ているのか（赤

字）を見ることももちろん重要ですが、①から⑤までの利益のうち、どれが黒字でどれが赤字な

のかを見ることも重要です。

以下では、同じ業種でまったく同額の売上をあげる甲社と乙社という二つの会社の例でみてみ

ましょう。

甲社の場合、⑤の当期純利益が赤字ですが、②の営業利益は黒字ですので、本業では儲かって

いるのに、毎年は発生しないと思われるイレギュラーな特別損失が大きかったために最終の利益

が赤字になっていると判断できます。一方の乙社は、⑤の当期純利益が黒字となっていますが、

②の営業利益が赤字となっています。これは、本業では儲かっていないのに、たまたま発生した

特別利益が大きかったために最終の利益が黒字になっていると判断できます。

すでに記載したように本業での儲けを表すのは営業利益です。ここが赤字の状態が続くと会社

の存続自体が危うくなってきますので早急な対策が必要です。５つの利益の中でも、営業利益は

経営者の方々に特に注目していただきたい利益でもあります。

【損益計算書の改善策】

貸借対照表はその形態によって着目すべき点がいくつかありましたが、損益計算書の場合、着

目すべき点はたったひとつしかありません。それは、少しでも多く利益を出すこと、すなわち儲

けること！です。たとえ売上が増えても、利益が減るのであればむしろ売上を増やさない方がい

いともいえます。以下では、利益を出すためのポイントをいくつか考えてみましょう。

（１）自社の損益分岐点売上を知る

損益分岐点売上というのは、売上と経費がちょうど同額になって利益がゼロとなる売上のこと

です。損益計算書で計上される経費には、売上の増減に合わせて変動する変動費と、売上が増減

売上高 １００，０００
売上原価 ８０，０００
売上総利益 ２０，０００
販売費及び一般管理費 ３０，０００
営業利益 ▲１０，０００
営業外収益 ２，０００
営業外費用 ３，０００
経常利益 ▲１１，０００
特別利益 １３，０００
特別損失 １，０００
税引前当期純利益 １，０００
法人税、住民税及び事業税 ４００
当期純利益 ６００

【乙社】
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売上高 １００，０００
売上原価 ７０，０００（※１）
売上総利益 ３０，０００
販売費及び一般管理費 ２０，０００（※２）
営業利益 １０，０００

（※１）このうち、２０，０００は固定費

（※２）すべて固定費

してもその発生額が変わらない固定費があります。変動費の代表的なものは仕入や外注費など、

固定費の代表的なものは人件費や家賃、減価償却費などです。

損益分岐点売上は次のように計算します。

損益分岐点売上 ＝ 固定費 ÷ 限界利益率（※）

（※）限界利益率 ＝（売上―変動費）÷ 売上

先ほどの甲社の例でみてみましょう。甲社をとりまく環境が厳しくなり、売上の減少が避けら

れないとします。しかし、金融機関との関係などを考えるとなんとか利益は確保しなければなり

ません。そこで、どれぐらい売上が下がると利益がゼロになってしまうのかを、上記の損益分岐

点売上で計算してみましょう。甲社の損益計算書のうち、変動費と固定費が以下のようになって

いたとします（営業外収益以下はここでは無視することにします）。

損益分岐点売上 ＝（２０，０００＋２０，０００）÷０．５（※）

＝８０，０００

（※）｛１００，０００－（７０，０００－２０，０００）｝÷１００，０００＝０．５

上記のように、甲社の損益分岐点売上は８０，０００ですから、現在の売上１００，０００からあと２０，０００

売上がさがっても利益が出るということがわかります。逆にもし、甲社の実際の売上が少なく赤

字だった場合には、売上を８０，０００以上にすることができれば、利益が出るということになりま

す。

なお、限界利益率の考え方は経営者が意思決定をする際にも役に立ちます。上記と同じ前提

で、甲社が広告宣伝をするかどうか検討している例で考えてみましょう。

広告宣伝費は７，０００で、この広告をすることによって売上は２０，０００増えるとしましょう。甲社

の売上総利益は３０，０００ですから、粗利率は３０％です。売上が２０，０００増えても、売上総利益の増加

はその３０％で６，０００だから、広告宣伝費を７，０００使ってしまうと利益が減ってしまう、と考えるの
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は間違いです。正しくは次のように考えるべきです。

限界利益率が０．５（上記）なので売上が２０，０００増えると粗利は１０，０００（＝２０，０００×０．５）増える結

果、広告宣伝費７，０００を差し引いても利益は３，０００増える。

広告宣伝費を７，０００使っても、売上が２０，０００増えるなら売上総利益は１０，０００増えるので結果的

には利益が３，０００（１０，０００－７，０００）だけ増えるため、この広告宣伝費をかける意味はあるという

ことになります。

損益分岐点売上を計算する際には費用を変動費と固定費に区分することがポイントとなります

が、通常、損益計算書を見てもそうした区分は表示されていませんので、利用する側で区分する

必要があります。

（２）事業計画を作成し、目標を設定する

事業計画は経営計画あるいは経営改善計画などとも言われ、その名称はいろいろありますが内

容的にはほぼ同じもので、３年から５年程度の予想損益計算書あるいは予想資金収支表のことを

指します。高度経済成長時代ならまだしも、現在のような厳しい経営環境においては、なりゆき

にまかせて経営をしていても行き詰まってしまうことが多いため、あらかじめ目標を設定してそ

れを達成するための経営を行うということが重要になってきています。金融機関に対して借入金

の返済条件を見直してもらう際にもこの事業計画の提出が求められますし、中小企業向けの国の

支援制度を受ける際にもこの事業計画が求められることがありますが、自主的に事業計画をたて

て、PDCAのサイクル（※）をまわすことを日ごろから事業の中に組み込むことが重要です。

なお、事業計画作成のポイントは、借入金の返済などを含めて会社を存続させるためには最低

限いくらの利益が必要かということをまず求め、そこから売上を逆算することです。売上を決め

てから差し引きで利益を求めるのではありません。

（※）P=PLAN（計画） D=DO（実行） C=CHECK（検証）

A=ACTION（対策）

（３）粗利率を高める

粗利率は、粗利益（売上総利益）を売上高で割って計算しますが、この比率が低い原因として

仕入単価や外注費などの経費が高いことなどが考えられます。各種単価の引き下げや外注の内製

化が可能かどうか検討するとともに、販売先に対して必要以上の値引きをしていないかも確認し

ましょう。

また、複数の商品やサービスを扱っている場合、粗利率の高い商品やサービスを重点的に販売

することによっても、会社全体としての粗利率は高まります。
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（４）固定費を削減する

固定費の削減は一律に実施するのではなく利益獲得への貢献度が低いと思われるものから削減

していくべきです。人件費を削減せざるをえない場合も、従業員の給与をカットするのは最後の

手段で、その前に、まずは役員給与をカットするのが先です。

（５）売上を増やす

利益を出すために売上を増やすのは当然ですが、売上というのは、ほうっておくと減っていく

ものです。売上は一般に、

客数×客単価

と計算されますから、売上を増やすには、客数を増やすか、客単価を上げるしかありません。客

数を増やす方法と客単価を上げる方法をそれぞれ考えるのがポイントです。

なお、客単価については、商品の付加価値を上げて値上げをするか、逆に値下げをしてでも一

人あたりの購買数を増やすことができれば、客単価は上がります。

（６）社長が先頭に立って行動する

中小企業における社長の影響力は絶大です。従業員は社長の姿を常に見ていますので、口で言

うだけでは従業員はなかなか動いてくれません。重要なのは社長の行動そのものです。会社が良

くなるかどうかは、社長自身にかかっています！
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．５ ３．８ ９４．１ ９．３ ９６．５ ４．１ ９５．３ ９．４ ９２．０ １．３ ９３．０ ３．９
２３年度 ９４．４ １．０ ９３．２ △１．０ ９９．５ ３．１ ９３．４ △２．０ ９３．１ １．２ １０１．９ ９．６

２３年４～６月 ９２．１ △１．５ ８８．９ △５．８ ９７．１ △０．４ ８８．１ △８．３ ８５．０ △４．１ １０１．１ ４．６
７～９月 ９４．９ １．２ ９３．７ △０．９ １００．６ ４．７ ９４．３ △１．６ ８７．３ △３．０ １０２．９ ６．０
１０～１２月 ９３．６ １．２ ９４．１ △１．６ ９９．１ ３．５ ９４．６ △２．２ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年１～３月 ９６．６ ３．２ ９５．３ ４．８ １００．５ ５．０ ９５．４ ４．１ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
４～６月 ９４．２ ２．４ r ９３．４ ５．３ ９７．９ ０．９ r ９５．２ ８．０ r ９０．５ ６．６ r１０７．５ ６．３

２３年 ７月 ９５．８ ２．０ ９３．８ △１．７ １０３．０ ６．９ ９４．４ △２．６ ８５．５ △４．８ １０１．１ ４．４
８月 ９５．２ ３．２ ９４．６ １．６ １００．４ ５．４ ９４．７ ０．６ ８７．４ △２．４ １０２．８ ６．３
９月 ９３．６ △１．２ ９２．８ △２．４ ９８．３ １．７ ９３．９ △２．６ ８７．３ △３．０ １０２．９ ６．０
１０月 ９４．５ ４．８ ９４．５ ０．９ １００．０ ６．３ ９４．８ ０．０ ８５．８ △４．５ １０３．８ ７．５
１１月 ９２．０ △１．８ ９２．９ △２．９ ９８．０ １．３ ９３．０ △４．１ ８６．０ △３．３ １０３．３ ８．６
１２月 ９４．３ ０．７ ９５．０ △３．０ ９９．４ ２．７ ９６．１ △２．４ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年 １月 ９６．８ ３．２ ９５．９ △１．６ １０１．１ ６．３ ９５．０ △１．５ ９０．３ ３．０ １０３．６ ２．５
２月 ９６．３ ３．６ ９４．４ １．５ ９９．７ ５．８ ９５．３ １．５ ８９．１ １．１ １０３．１ １．０
３月 ９６．６ ２．７ ９５．６ １４．２ １００．８ ３．０ ９５．８ １１．９ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
４月 ９５．８ １．４ ９５．４ １２．９ ９９．７ ０．９ ９６．４ １６．０ ９１．５ １．３ １０９．６ １０．８
５月 ９３．３ ７．４ ９２．２ ６．０ ９５．７ ４．２ ９５．１ １１．７ ９２．７ ４．９ １０８．８ ４．７
６月 ９３．４ △１．３ r ９２．６ △１．５ r ９８．３ △２．１ r ９４．２ △１．１ r ９０．５ ６．６ r１０７．５ ６．３
７月 p９４．０ △１．１ p９１．５ △１．０ p１００．０ △２．２ p９０．８ △２．３ p９１．１ ６．５ p１１０．５ ９．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７８５△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５１８ △１．４
２３年度 ９４８，５４４△１．０ １９７，００８△０．９ ２１４，０７１ △２．５ ６７，２３１ ０．０ ７３４，４７３ △０．６ １２９，７７７ △１．３

２３年４～６月 ２３０，６５６△２．２ ４７，４５２ △１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ ３１，７２７ △１．７
７～９月 ２３０，６２２△１．６ ４８，１４５△１．７ ５１，１２３ △４．２ １５，８５８ △１．６ １７９，４９９ △０．８ ３２，２８７ △１．７
１０～１２月 ２５７，８５９△０．３ ５３，３３７ △１．３ ６０，６３２ △１．８ １９，２８７ △０．６ １９７，２２８ ０．２ ３４，０４９ △１．７

２４年１～３月 ２２９，４０６△０．３ ４８，０７４ １．３ ５２，５３６ △０．５ １６，３６１ ３．９ １７６，８７０ △０．２ ３１，７１４ △０．１
４～６月 ２３０，４０１△０．５ r ４７，０９９△１．３ ４８，８７１ △１．８ １５，５２８ △０．２ １８１，５３０ △０．１ r ３１，５７２ △１．９

２３年 ７月 ８２，３４６ ０．９ １７，８４３ ０．８ １９，４７１ △３．８ ６，４９７ △０．４ ６２，８７６ ２．４ １１，３４５ １．５
８月 ７７，１８５△１．９ １５，５７４ △２．６ １５，５８１ △４．３ ４，６２９ △２．１ ６１，６０５ △１．３ １０，９４５ △２．９
９月 ７１，０９１△３．９ １４，７２８ △３．６ １６，０７２ △４．７ ４，７３２ △２．８ ５５，０１９ △３．７ ９，９９６ △４．０
１０月 ７７，４０７△０．８ １６，０５７△１．４ １７，６７０ △２．８ ５，５１２ △０．８ ５９，７３７ △０．２ １０，５４５ △１．７
１１月 ７７，５１７ ０．８ １６，３７０ △２．５ １７，９４９ △０．５ ５，８９１ △２．２ ５９，５６８ １．２ １０，４７９ △２．７
１２月 １０２，９３６△０．７ ２０，９１０ △０．３ ２５，０１２ △２．０ ７，８８４ ０．７ ７７，９２３ △０．３ １３，０２６ △０．９

２４年 １月 ７８，９２７△０．４ １７，３８３△１．２ １８，８３０ △１．２ ５，９７４ △１．２ ６０，０９７ △０．２ １１，４０８ △１．２
２月 ７０，６２５△０．１ １４，６５９ ０．２ １５，１６９ △４．８ ４，６９１ △０．５ ５５，４５６ １．３ ９，９６９ ０．６
３月 ７９，８５４△０．２ １６，０３２ ５．１ １８，５３７ ４．０ ５，６９６ １４．２ ６１，３１７ △１．４ １０，３３７ ０．５
４月 ７７，６６１△０．４ １５，６６４ △０．６ １６，５０９ △２．１ ５，１８４ １．５ ６１，１５１ ０．１ １０，４８０ △１．６
５月 ７７，０９６△０．１ １５，７５３ △０．８ １６，２１８ △１．６ ５，１２６ △０．９ ６０，８７９ ０．３ １０，６２８ △０．７
６月 ７５，６４４△０．９ r １５，６８２ △２．６ １６，１４４ △１．７ ５，２１８ △１．２ ５９，５００ △０．７ r １０，４６４ △３．３
７月 p ８０，４６３△２．７ p １７，１２１△４．４ p １８，８３１ △３．３ p ６，２０９ △３．３ p ６１，６３２ △２．５ p １０，９１２ △５．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９５／本文　※柱に注意！／０１５～０１７　主要経済指標  2012.09.18 15.52.57  Page 15 



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ３．４ ８９，７５８ ４．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４

２３年４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６
７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００
１０～１２月 １２１，３９１ ６．２ ２２，７０８ ８．１ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．３ ７７．３９ ８，４５５

２４年１～３月 １１３，１７４ １．９ ２２，０３３ ２．０ １００．６ ０．５ ９９．９ ０．３ ７９．２８ １０，０８４
４～６月 １２０，９６９ １．６ ２３，３３６ １．６ １００．６ ０．０ １００．０ ０．２ ８０．１７ ９，００７

２３年 ７月 ４４，１３６ ８．０ ８，２０４ ８．９ １００．３ １．０ ９９．７ ０．２ ７９．４７ ９，８３３
８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６
９月 ４０，０５２ △６．８ ７，４７２ △４．１ １００．０ ０．２ ９９．９ ０．０ ７６．８４ ８，７００
１０月 ４０，４０４ ９．２ ７，５８７ １３．５ １００．０ ０．０ １００．０ △０．２ ７６．７７ ８，９８８
１１月 ３８，７５５ ６．０ ７，３１４ ７．３ ９９．７ △０．２ ９９．４ △０．５ ７７．５４ ８，４３５
１２月 ４２，２３２ ３．７ ７，８０６ ４．０ １００．１ ０．１ ９９．４ △０．２ ７７．８５ ８，４５５

２４年 １月 ３７，７３２ １．０ ７，２３５ １．６ １００．２ ０．３ ９９．６ ０．１ ７６．９７ ８，８０３
２月 ３６，５３２ ５．２ ７，０８２ ４．４ １００．４ ０．４ ９９．８ ０．３ ７８．４５ ９，７２３
３月 ３８，９１０ △０．１ ７，７１５ ０．３ １０１．３ ０．９ １００．３ ０．５ ８２．４３ １０，０８４
４月 ３８，５５２ ４．６ ７，５９８ ６．２ １０１．１ ０．６ １００．４ ０．４ ８１．４９ ９，５２１
５月 ４０，８９９ １．４ ７，９２０ １．７ １００．６ △０．１ １００．１ ０．２ ７９．７０ ８，５４３
６月 ４１，５１８ △０．８ ７，８１８ △２．７ １００．２ △０．４ ９９．６ △０．２ ７９．３２ ９，００７
７月 ４５，４８１ △１．２ ８，６０４ △３．４ ９９．７ △０．６ ９９．３ △０．４ ７９．０２ ８，６９５

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９

２３年４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６
７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０
１０～１２月 ３３，２４１ ２５．０ １０，６０７ ２９．４ １２，２７２ １９．４ １０，３６２ ２７．５ ９３４，２５９ ２４．６

２４年１～３月 ５３，６３７ ４８．８ １６，５１５ ５９．９ ２１，１９４ ４５．３ １５，９２８ ４３．２ １，４４８，８８６ ５０．３
４～６月 ４６，８７１ ５５．８ １２，３９１ ５１．１ １８，３２９ ４１．４ １６，１５１ ８１．１ １，０７６，８７８ ６６．０

２３年 ７月 １４，３７７ △１９．１ ４，０７１ △２４．５ ６，５７９ △１９．４ ３，７２７ △１１．５ ３１２，８３５ △２５．６
８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０
９月 １５，１０６ １．３ ４，９６８ △３．２ ５，８９３ １１．６ ４，２４５ △５．７ ３９２，０４９ △２．１
１０月 １２，２２２ ２８．８ ３，７５７ ３５．６ ４，７４３ ３２．１ ３，７２２ １８．９ ３２０，７７８ ２７．５
１１月 １１，８１７ ２３．９ ３，７０４ ２１．４ ４，３５３ １３．３ ３，７６０ ４２．２ ３２３，６５９ ２５．１
１２月 ９，２０２ ２１．５ ３，１４６ ３２．３ ３，１７６ １１．７ ２，８８０ ２２．６ ２８９，８２２ ２０．９

２４年 １月 １１，９６１ ３９．５ ３，４９６ ４９．８ ４，６２９ ３２．７ ３，８３６ ３９．３ ３５８，６８５ ３８．４
２月 １４，６１１ ３０．６ ４，３８７ ３８．２ ５，６４６ ３０．８ ４，５７８ ２３．８ ４４９，２８５ ３１．７
３月 ２７，０６５ ６６．３ ８，６３２ ７９．１ １０，９１９ ６０．９ ７，５１４ ６０．９ ６４０，９１６ ７６．３
４月 １４，４６１ ９０．７ ３，６７５ ８３．２ ５，９８７ ８２．４ ４，７９９ １０９．２ ３０６，２６１ ９９．５
５月 １３，９９１ ７２．８ ３，７３１ ６４．３ ５，０８２ ６５．９ ５，１７８ ８７．４ ３３７，９７６ ６８．６
６月 １８，４１９ ２７．９ ４，９８５ ２７．１ ７，２６０ ９．８ ６，１７４ ６０．０ ４３２，６４１ ４６．８
７月 １８，７５１ ３０．４ ５，１０８ ２５．５ ７，８０２ １８．６ ５，８４１ ５６．７ ４４５，２３９ ４２．３

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１０月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９５／本文　※柱に注意！／０１５～０１７　主要経済指標  2012.09.18 15.52.57  Page 16 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２

２３年４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８
７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８
１０～１２月 ８，９５３ １４．８ ２，０９０ △４．５ １１７，６３２ △９．４ ２６，２８３ ３．６ ２０，４５８ ６．７

２４年１～３月 ５，１５３ △１２．８ １，９９５ ３．７ １２８，３４７ △２１．３ ２６，６８８ １０．３ ２４，３１０ ３．３
４～６月 ９，２７７ ６．２ ２，１５９ ６．２ ２９２，０２１ ９．６ ３２，５０８ １５．５ ２１，４６９ △１．７

２３年 ７月 ３，２５３ １５．２ ８３４ ２１．２ ８８，４６３ △１６．７ ９，５９７ △１５．９ ６，５８９ ４．０
８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１
９月 ２，３８９ △４．７ ６４２ △１０．８ ７４，０１９ ６．４ １２，００９ ３．３ ９，７１８ ９．８
１０月 ３，２７９ １７．７ ６７３ △５．８ ５５，２８７ △０．４ １０，７０２ ３．２ ６，１５８ １．５
１１月 ３，４６５ ３２．６ ７２６ △０．３ ４１，２４７ ４．７ ８，４４７ ６．８ ６，６０７ １２．５
１２月 ２，２０９ △８．０ ６９１ △７．３ ２１，０９８ △３９．７ ７，１３４ ０．６ ７，６９３ ６．３

２４年 １月 １，３３０ △３１．８ ６６０ △１．１ １０，６９４ △４０．４ ５，６６１ ８．５ ５，９１５ ５．７
２月 ２，０８４ １６．０ ６６９ ７．５ １３，４３１ △２０．６ ７，０４９ １６．８ ７，１２７ ８．９
３月 １，７３９ △１９．５ ６６６ ５．０ １０４，２２２ △１８．７ １３，９７８ ８．０ １１，２６９ △１．１
４月 ３，３００ ２３．３ ７３６ １０．３ １１９，０９７ ０．８ １２，４３１ ５．４ ７，０２８ ６．６
５月 ２，７２０ △１．０ ６９６ ９．３ ８２，３８０ １２．４ ８，６８６ ３６．７ ６，４２０ １．０
６月 ３，２５７ △１．６ ７２６ △０．２ ９０，５４４ ２０．７ １１，３９０ １４．１ ８，０２２ △９．９
７月 ３，３２１ ２．１ ７５４ △９．６ １０８，４０９ ２２．５ １２，１４９ ２６．６ ６，７０３ １．７

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７３ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７２２ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７

２３年４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ ４．８ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３
７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．５ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８
１０～１２月 ２，６４３ ０．７ ０．４９ ０．６７ ４．４ ４．３ １０２ △４．７ ３，１０３ △５．９

２４年１～３月 ２，４４１ ８．４ ０．５３ ０．７３ ５．５ ４．５ １３５ ８．０ ３，１８４ △０．８
４～６月 ２，６７４ ２４．２ ０．５０ ０．６６ ５．７ ４．６ １２４ ０．８ ３，１２７ △５．６

２３年 ７月 １，０６６ △６．３ ０．４２ ０．５４ ↑ ４．７ ３４ △１２．８ １，０８１ １．４
８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．５ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５
９月 １，１３０ △１．９ ０．４９ ０．６３ ↓ ４．２ ２８ △２６．３ １，００１ △９．１
１０月 １，０１０ ０．５ ０．４９ ０．６５ ↑ ４．４ ３１ ３．３ ９７６ △１４．０
１１月 ７９２ △２．０ ０．５０ ０．６７ ４．４ ４．３ ３８ ２．７ １，０９５ ３．２
１２月 ８４０ ３．５ ０．４９ ０．６９ ↓ ４．２ ３３ △１７．５ １，０３２ △６．３

２４年 １月 ７６２ △２．４ ０．５１ ０．７２ ↑ ４．５ ３３ △１５．４ ９８５ △５．３
２月 ７８７ △２．９ ０．５４ ０．７４ ５．５ ４．４ ５０ ２２．０ １，０３８ ５．１
３月 ８９２ ３５．１ ０．５４ ０．７３ ↓ ４．７ ５２ １５．５ １，１６１ △１．８
４月 ７４９ ３３．４ ０．４９ ０．６６ ↑ ４．８ ４１ △２１．２ １，００４ △６．６
５月 ９１４ ２２．８ ０．５０ ０．６５ ５．７ ４．５ ４１ １０．８ １，１４８ ７．１
６月 １，０１１ １９．４ ０．５１ ０．６６ ↓ ４．４ ４２ ２３．５ ９７５ △１６．３
７月 １，１１９ ５．１ ０．５３ ０．７０ － ４．４ ３３ △２．９ １，０２６ △５．０

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１０月号
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